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及び資金不足比率の審査意見について 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第 22 条第１項の規定に

より審査に付された平成 28 年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率並びに

その算定の基礎となる事項を記載した書類を審査したので、次のとおり意見を提出しま

す。 
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平成 28 年度決算に基づく健全化判断比率審査意見 

第１ 審査の対象 

   平成 28年度決算に基づく健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債

費比率、将来負担比率）及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

健全化判断比率及び資金不足比率の対象会計 

なお、資金不足比率審査意見については、15 ページから記載している。 

住宅新築資金等貸付事業
特別会計

母子父子寡婦福祉資金貸付事業
特別会計

授産施設特別会計

病院事業債管理特別会計

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

駐車場事業特別会計

産業団地事業会計

水道事業会計

下水道事業会計

戸隠観光施設事業会計

飯綱高原スキー場事業特別会計

鬼無里大岡観光施設事業
特別会計

長野市土地開発公社

長野市民病院

長野市が損失補償等をしている
場合に、算定に含める。
（平成28年度は該当なし）

（注）資金不足比率は公営企業会計ごとに算出する。

一
般
会
計
等

一般会計等に属する
特別会計

一般会計等以外の特別会計
のうち公営企業に係る特別
会計以外の特別会計

法
非
適

用
企
業

一般会計

法
適
用
企
業

公営企業に係る会計

（地方公営企業法を
適用する事業

又は地方財政法施行
令第46条の事業）

公
営
企
業
会
計

公
営
事
業
会
計

第三セクター等

地

方

公

社

第

三

セ

ク

タ
ー

等

地方公社

広
域
連
合

須高行政事務組合／北信保健衛生施設組合／
千曲衛生施設組合／長水部分林組合／
長野県市町村自治振興組合

一
部
事
務

組
合

長野広域連合／長野県後期高齢者医療広域連合／
長野県地方税滞納整理機構

地方独立行政法人

実
質
赤
字
比
率

連

結

実

質

赤

字

比

率

実

質

公

債

費

比

率

将

来

負

担

比

率

資
金
不
足
比
率
（
注
）

1



第２ 審査の期間 

   平成 29年６月 30日から８月 28日まで 

第３ 審査の方法 

   市長から提出された健全化判断比率が地方公共団体の財政の健全化に関する法律及び関

係法令に基づき算出され、その算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されて

いるかについて、関係書類等と照合するとともに、関係職員の説明聴取を実施した。 

第４ 審査の結果 

１ 総合意見 

    審査に付された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれ

も関係法令に準拠して作成され、その算定は適正であるものと認められた。 

健全化判断比率は次表のとおりであり、各比率とも早期健全化基準を下回っている。 

 ※ 各比率は、表示単位未満を切り捨てて表示した。 

※ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、実質赤字額及び連結実質赤字額が生じていないため「－」

で表示し、参考として、黒字の比率を（ ）内に「▲」で併記した。 

※ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律において、地方公共団体は、健全化判断比率のいずれかが早    

期健全化基準以上の場合には、財政健全化計画を定めなければならない。さらに、実質赤字比率、連結実

質赤字比率及び実質公債費比率のいずれかが財政再生基準以上の場合には、財政再生計画を定めなければ

ならないとされている。 

平成28年度 平成27年度 平成26年度 平成25年度 平成24年度
H28-27年度

増減
早期健全化

基準
財政再生
基準

　― 　― 　― 　― 　―

(▲ 2.29%) (▲ 2.47%) (▲ 2.03%) (▲ 2.11%) (▲ 1.09%)

　― 　― 　― 　― 　―

(▲ 24.92%) (▲ 28.52%) (▲ 26.56%) (▲ 24.45%) (▲ 21.66%)

実質公債費 比率 2.1% 3.4% 5.7% 8.1% 10.1% △ 1.3 25% 35%

将 来 負 担 比 率 33.8% 37.7% 28.2% 19.9% 24.9% △ 3.9 350%

実 質 赤 字 比 率

連結実質赤字比率

11.25%0.18

3.60

20%

16.25% 30%
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２ 個別意見

（１）実質赤字比率 

  平成 28 年度決算における実質赤字比率の状況は、次表のとおりである。 

※ 実質赤字比率は、一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率である。 

当年度の実質収支額は、19 億 8,504 万円余の黒字となったものの、前年度に比較して２億

134 万円余減少したことから、実質赤字比率は 0.18 ポイント上昇（悪化）している。 

実質赤字額は生じていないことから、実質赤字比率は「－」で表示した。 

平成28年度 平成27年度

1,978,337 2,180,565 △ 202,228

96 172 △ 76

0 0 0

6,615 5,655 960

0 － －

1,985,048 2,186,392 △ 201,344

86,592,996 88,386,778 △ 1,793,782

－ －

(▲ 2.29) (▲ 2.47)

　「病院事業債管理特別会計」は、長野市民病院が平成28年４月１日に地方独立行政法人へ移行したこ

とに伴い、それまで公営企業会計で処理していた企業債の償還を行うために設置されたものである。

0.18ﾎﾟｲﾝﾄ

(注) 実質赤字比率については、参考として、黒字の比率を「▲」で併記した。

（単位　千円・％）

合 計 ①

標 準 財 政 規 模 ②

実質赤字比率（①/②）（注）

会　　　　計　　　　名
実質収支額 対前年度

増　減

一
般
会
計
等
に
属
す
る

特
別
会
計

一

般

会

計

等

一　　　　般　　　　会　　　　計

住 宅 新 築 資 金 等 貸 付 事 業
特 別 会 計

授 産 施 設 特 別 会 計

病 院 事 業 債 管 理 特 別 会 計

母子父子寡婦福祉資金貸付事業
特 別 会 計

＜算式＞

一般会計等の実質赤字額

標準財政規模
（臨時財政対策債を含む）

＝実質赤字比率 × 100
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（２）連結実質赤字比率 

  平成 28 年度決算における連結実質赤字比率の状況は、次表のとおりである。 

※ 連結実質赤字比率は、全ての会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率

である。 

平成28年度 平成27年度

1,978,337 2,180,565 △ 202,228

96 172 △ 76

0 0 0

6,615 5,655 960

0 － －

1,985,048 2,186,392 △ 201,344

111,790 188,118 △ 76,328

907,247 354,639 552,608

6,002 13,276 △ 7,274

17 16 1

1,025,056 556,049 469,007

10,755,192 9,426,353 1,328,839

6,343,326 6,480,919 △ 137,593

－ 5,082,574 －

23,700 9,020 14,680

1,453,023 1,471,684 △ 18,661

18,575,241 22,470,550 △ 3,895,309

200 201 △ 1

64 63 1

264 264 0

合 計 ① 21,585,609 25,213,255 △ 3,627,646

標 準 財 政 規 模 ② 86,592,996 88,386,778 △ 1,793,782

－ －

(▲ 24.92) (▲ 28.52)

下 水 道 事 業 会 計

水 道 事 業 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

一般会計等以外の特別会計のうち
公営企業に係る特別会計以外の会計

法
適
用
企
業 産業団地事業会計（宅地造成事業）

戸 隠 観 光 施 設 事 業 会 計

小　　計

介 護 保 険 特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

駐 車 場 事 業 特 別 会 計

病 院 事 業 会 計

（注）連結実質赤字比率については、参考として、黒字の比率を「▲」で併記した。

3.60ﾎﾟｲﾝﾄ

法

非

適

用

企

業

（注）連結実質赤字比率（①/②）

小　　計

鬼 無 里 大岡 観光 施設 事業 特別 会計

飯 綱 高 原 ス キ ー 場 事 業 特 別 会 計

（単位　千円・％）

連結実質収支額 対前年度
増　減

会　　　計　　　名

実質収支額

公営企業会計に係る会計

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計

一般会計等

一 般 会 計

住 宅 新 築 資 金 等 貸 付 事 業 特 別 会 計

授 産 施 設 特 別 会 計

小　　計

実質収支額

資金不足額（△）・剰余額

病 院 事 業 債 管 理 特 別 会 計

小　　計

＜算式＞

連結実質赤字額

標準財政規模
（臨時財政対策債を含む）

連結実質赤字比率 ＝ × 100
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当年度における連結実質収支額は、215 億 8,560 万円余の黒字となったものの、前年度に比

較して 36億 2,764 万円余減少したことから、連結実質赤字比率は 3.60 ポイント上昇（悪化）

している。 

これは主に、資金剰余額が 50 億円余あった病院事業会計が、地方独立行政法人化により当

年度から除外されたことによるものである。 

連結実質赤字額は生じていないことから、連結実質赤字比率は「－」で表示した。 

（３）実質公債費比率 

平成 28 年度決算における実質公債費比率の状況は、次表のとおりである。 

※ 実質公債費比率は、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率の３

か年平均である。 

平成26年度から

平成28年度

平成25年度から

平成27年度

増　減
（ﾎﾟｲﾝﾄ）

① ② ①－②

実質公債費比率 1.4% 2.2% 2.6% 2.1% 3.4% △ 1.3

平成28年度 平成27年度 平成26年度

単年度 ３か年平均

（単位　千円）

　　　　　　　　　　　年　度

　　項　目 平成28年度 平成27年度

地方債の元利償還金　① 13,893,969 14,312,921 △ 418,952

準元利償還金　② 5,531,925 6,183,733 △ 651,808

特定財源　③ 3,741,168 4,084,717 △ 343,549

元利償還金・準元利償還金に係る
基準財政需要額算入額　④

14,646,088 14,736,294 △ 90,206

（①＋②）－（③＋④）　Ａ 1,038,638 1,675,643 △ 637,005

標準財政規模　⑤ 86,592,996 88,386,778 △ 1,793,782

⑤－④　Ｂ 71,946,908 73,650,484 △ 1,703,576

実質公債費比率（単年度）
Ａ ／ Ｂ

1.4% 2.2% △ 0.8ﾎﾟｲﾝﾄ

対前年度増減
単年度

＜算式＞

（地方債の元利償還金＋準元利償還金） －
　　　（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

標準財政規模 （臨時財政対策債を含む）－
　　　（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

× 100実質公債費比率 ＝
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単年度の実質公債費比率をみると、当年度は 1.4％で、前年度に比較して 0.8 ポイント低下

（改善）している。これは主に、一般会計等が負担する地方債の返済額（公債費）が、前年度

に比較して 10億 7,076 万円余減少したことによるものである。 

平成 26 年度から平成 28 年度までの３か年平均による実質公債費比率は 2.1％で、平成 25

年度から平成 27 年度までの３か年平均に比較して、1.3 ポイント低下（改善）しており、早

期健全化基準の 25％を下回っている。

（４）将来負担比率 

平成 28年度決算における将来負担比率の状況は、次表のとおりである。

（注） 充当可能特定歳入：都市計画税、国庫等支出金、市営住宅使用料のうち、元金償還金に充てることが

見込まれる特定財源 

※ 将来負担比率は、一般会計等が将来支払うべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率であり、確定

した債務に基づき算定される。 

248,557,806 244,831,314 3,726,492

161,827,027 150,597,565 11,229,462

4,368,722 3,815,411 553,311

58,303,993 66,499,812 △ 8,195,819

739,380 281,697 457,683

22,501,892 21,584,027 917,865

816,792 2,052,802 △ 1,236,010

土地開発公社 816,792 2,052,802 △ 1,236,010

長野市民病院 0 － －

224,196,810 217,009,724 7,187,086

31,501,772 31,961,108 △ 459,336

25,658,839 23,209,019 2,449,820

うち都市計画税 24,784,815 21,997,670 2,787,145

167,036,199 161,839,597 5,196,602

①－②　　Ａ 24,360,996 27,821,590 △ 3,460,594

標 準 財 政 規 模 ③ 86,592,996 88,386,778 △ 1,793,782

算 入 公 債 費 等 の 額 ④ 14,646,088 14,736,294 △ 90,206

③－④　　Ｂ 71,946,908 73,650,484 △ 1,703,576

将 来 負 担 比 率 Ａ ／ Ｂ 33.8% 37.7% △ 3.9ﾎﾟｲﾝﾄ

組 合 負 担 等 見 込 額

設立法人の負 債額 等負 担見 込額

退 職 手 当 負 担 見 込 額

充 当 可 能 基 金 額

充 当 可 能 特 定 歳 入 （ 注 ）

基 準 財 政 需 要 額 算 入 見 込 額

充当可能財源等　②

債務負担行為に基づく支出予定額

公 営 企 業 債 等 繰 入 見 込 額

対前年度

増　減　　　項　目

将来負担額　①

地 方 債 の 現 在 高

（単位　千円）

　　　　　　　　　　年　度
平成28年度 平成27年度
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当年度の将来負担比率は 33.8％で、早期健全化基準の 350％を大きく下回っている。平成 25

年度の 19.9％以降、年々約９ポイントずつ上昇（悪化）してきた比率が、当年度は低下（改善）

に転じている（前年度比△3.9ポイント）。

将来負担額は、前年度に比較して 37 億 2,649 万円余増加している。内訳を見ると、公営企業

債等繰入見込額が前年度に比較して 81億 9,581 万円余の減となったものの、地方債の現在高は

112 億 2,946 万円余の増となった。これは主に、長野市民病院が地方独立行政法人化されたこと

に伴い、前年度まで公営企業債等繰入見込額で管理されていた病院事業債が、当年度から地方

債の現在高に含まれることとなったためである。 

一方、充当可能財源等は、前年度に比較して 71億 8,708 万円余増加している。庁舎整備基金

や市制 90周年記念文化施設建設基金の取崩しなどにより、充当可能基金額が４億 5,933 万円余

の減となったものの、都市計画税など充当可能特定歳入の額や基準財政需要額算入見込額（公

債費のうち交付税措置される額）が 76億 4,642 万円余の増となったためである。 

この結果、将来負担額の増加分（37 億 2,649 万円余）を充当可能財源等の増加分（71 億 8,708

万円余）が上回ったことにより、将来負担比率が低下（改善）したものである。 

なお、平成 29 年３月公表の長野市財政推計によると、地方債残高は平成 29 年度にピークを

迎え、その後は緩やかに減少していくものの、しばらくは高い水準のまま推移していくものと

見込んでいる。将来負担の軽減に向けて、公共施設の集約化･再配置等の実施、新規建設事業の

厳格な精査等により、引き続き市債の発行抑制に努め、市債残高の縮減に一層取り組まれたい。 

また、公営企業債等繰入見込額については、新規整備事業の減少により企業債の発行額は年々

減少しているものの、今後はインフラ施設を含めた公共施設・設備の長寿命化や更新のための

費用が増加するものと思われる。地方公営企業法に定める経営の基本原則及び経費負担の原則

に基づき、公営企業への繰入金は必要最小限とするなど、引き続き一般会計の負担軽減と健全

な財政運営に努められたい。 

（単位　千円）

将来負担額①の増加 地方債の現在高 公営企業債等繰入見込額
その他+＝3,726,492 11,229,462 -8,195,819 +

（単位　千円）

充当可能財源等②の増加 充当可能基金額
7,187,086 -459,336 7,646,422

充当可能特定歳入+基準財政需要額算入見込額

+＝

（単位　千円）

結果 将来負担額①の増加 充当可能財源等②の増加
-3,460,594 3,726,492 7,187,086－＝

＜算式＞

将来負担額 －（充当可能基金額＋特定財源見込額
　　　　　　　　＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模 （臨時財政対策債を含む）－
　　　（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

将来負担比率 ＝ × 100
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平成 28 年度決算に基づく資金不足比率審査意見 

第１ 審査の対象 

  平成 28 年度決算に基づく資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

第２ 審査の期間 

   平成 29年６月 30日から８月 28日まで 

第３ 審査の方法 

市長から提出された資金不足比率が地方公共団体の財政の健全化に関する法律及び関係

法令に基づき算出され、その算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されてい

るかについて、関係書類等と照合するとともに、関係職員の説明聴取を実施した。 

第４ 審査の結果 

１ 総合意見 

   審査に付された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれ

も関係法令に準拠して作成され、その算定は適正であるものと認められた。 

資金不足比率は次表のとおりであり、各会計とも経営健全化基準を下回っている。 

※ 比率は、小数点以下第三位を四捨五入して表示した。 

※ 資金不足比率については、資金不足が生じていないため「－」で表示し、参考として、資金剰余の比率を（ ）

内に「▲」で併記した。 

※ 産業団地事業会計（宅地造成）では、資金不足の割合を前年度と比較するため、一般会計からの長期借入金

を資金不足額に加え、正の値ならば剰余額を０とする特例を考慮しない比率を併記した。 

区分 会計名 平成28年度 平成27年度 平成26年度 平成25年度 平成24年度
H28-27年度

増減
経営健全化

基準

　― 　― 　― 　― 　―

(▲ 181.82%) (▲ 159.40%) (▲ 141.18%) (▲ 125.81%) (▲ 106.41%)

　― 　― 　― 　― 　―

(▲ 82.22%) (▲ 85.06%) (▲ 87.64%) (▲ 89.46%) (▲ 92.66%)

　― 　― 　― 　― 　―

(▲ 8.48%) (▲ 3.69%) (▲ 4.47%) (▲ 5.56%) (▲ 1.04%)

　― 　― 　― 　― 　―

(▲ 30.94%) (▲ 29.25%) (▲ 22.46%) (▲ 25.68%) (▲ 26.85%)

　― 　― 　― 　― 　―

(▲ 0.59%) (▲ 0.94%) (▲ 0.30%) (▲ 0.31%) (▲ 0.39%)

　― 　― 　― 　― 　―

(▲ 0.06%) (▲ 0.06%) (▲ 0.10%) (▲ 0.27%) (▲ 0.25%)

法
非
適
用
企
業

鬼無里大岡観光施設事業
特別会計

0.00 20%

戸隠観光施設事業会計 △ 4.79

産業団地事業会計 △ 1.69

20%
飯綱高原スキー場事業
特別会計

0.35

20%

20%

20%

△ 22.42

2.84法
適
用
企
業

20%

水道事業会計

下水道事業会計

15



※ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律において、地方公共団体は、公営企業の資金不足比率が経営健全

化基準以上である場合には、経営健全化計画を定めなければならないとされている。 

※ 資金不足比率は、公営企業会計ごとの資金の不足額の事業規模に対する比率である。 

 なお、各公営企業会計の資金不足額の状況については、19ページから記載している。 

２ 個別意見 

平成 28 年度決算においては、前年度までと同様、全会計で資金不足は生じなかった。 

戸隠観光施設事業会計については、このところ比率が悪化傾向にあったものの、当年度か

ら一定の施設貸付料が指定管理者から納付されるようになったことから、前年度に比べて

4.79 ポイント低下（改善）している。 

  しかしながら、企業債の償還はすべて一般会計からの補助金を充てており、仮に翌年度（１

年以内）に償還する予定の企業債の額を流動負債に算入して計算すると、実質的な資金不足

比率は 25.9％となり、資金不足が生じることになる。企業債の償還には今後も一般会計から

の補助が予定されており、まずは指定管理者の収支改善に向けて早急に対策を講じるととも

に、経営の在り方を絶えず見直し、当会計が健全に運用されるよう努められたい。 

一方、法非適用企業である飯綱高原スキー場及び鬼無里大岡観光施設事業の両特別会計に

ついては、収支不足相当額を一般会計から繰入れ、収支を均衡させているため、形式的には

資金不足額は生じていない。しかし、飯綱高原スキー場事業特別会計については収入全体の

99.7％である 9,398 万円余、鬼無里大岡観光施設事業特別会計については収入全体の 92.0％

である 5,937 万円が当年度一般会計から繰入れられ、支出のほとんどが指定管理料に充てら

れている。 

一部利用料金制による指定管理施設の場合、利用料金収入の増加あるいは管理経費の低減

により、指定管理料の縮減を図ることが可能である。飯綱高原スキー場については、指定管

理者の運営を会計面でも十分に把握するとともに、リフト料金の見直しや夏季の有効活用な

ど増収に向けた方針提示や、滑走エリアの縮小など経費削減について検討を行い、市民サー

ビスの改善と一般会計の負担軽減が両立するよう地元とともに早急に取り組まれたい。 

また、鬼無里及び大岡の各施設については、平成 27 年７月に策定された「長野市公共施設

マネジメント指針」で示されているように、行政としてのサービス継続の必要性を検討し、

サービス・運営の改善を徹底するのはもちろんのこと、民間への譲渡をはじめ、特に利用者

数や稼働率が低い施設は、用途転用や廃止に向けて早期に検討を行う必要がある。 

＜算式＞

資金不足額

事業の規模

× 100資金不足比率 ＝
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【参考資料】 

（１）実質赤字比率 

○ 一般会計等の実質赤字額  

 一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質赤字の額 

○ 実質赤字の額 ＝ 繰上充用額 ＋（支払繰延額 ＋ 事業繰越額） 

（２）連結実質赤字比率 

○ 連結実質赤字額 ： イとロの合計額がハとニの合計額を超える場合の当該超える額 

イ 一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、

実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額 

ロ 公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額 

ハ 一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額 

ニ 公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額 

（３）実質公債費比率 

○ 準元利償還金 ： イからホまでの合計額 

イ 満期一括償還地方債について、償還期間を30年とする元金均等年賦償還とした場合にお

ける1年当たりの元金償還金相当額 

ロ 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に

充てたと認められるもの 

ハ 組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の

償還の財源に充てたと認められるもの 

ニ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 

ホ 一時借入金の利子 

（４）将来負担比率 

○ 将来負担額 ： イからチまでの合計額 

イ 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高 

ロ 債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第5条各号の経費に係るもの） 

ハ 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額 

ニ 当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額 

ホ 退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額 

ヘ 地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合

の当該債務の額のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額 

ト 連結実質赤字額 

チ 組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 

○ 充当可能基金額 ： イからヘまでの償還額等に充てることができる地方自治法第241条の基金 
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（５）資金不足比率 

○ 資金の不足額： 

資金の不足額（法適用企業）＝ 

（流動負債 ＋ 建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高 

－ 流動資産）－ 解消可能資金不足額 

資金の不足額（法非適用企業）＝ 

（繰上充用額 ＋ 支払繰延額・事業繰越額 ＋ 建設改良費等以外の経費の財源に充てるため

に起こした地方債の現在高）－ 解消可能資金不足額 

※解消可能資金不足額：事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる

等の事情がある場合において、資金の不足額から控除する一定の額 

※宅地造成事業を行う公営企業については、土地の評価に係る流動資産の算定等に関する特例

がある。 

○ 事業の規模： 

事業の規模（法適用企業） ＝ 営業収益の額 － 受託工事収益の額 

事業の規模（法非適用企業）＝ 営業収益に相当する収入の額 － 受託工事収益に相当する

収入の額 

※指定管理者制度（利用料金制）を導入している公営企業については、営業収益の額に関す

る特例がある。 

※宅地造成事業のみを行う公営企業の事業の規模については、「事業経営のための財源規模」

（調達した資金規模）を示す資本及び負債の合計額とする。 

（６）標準財政規模 

○ 地方公共団体の標準的な状態で、通常収入されると見込まれる経常的一般財源の規模を示す

もの 

 標準税収入額等＋ 普通交付税額＋ 臨時財政対策債発行可能額 

(総務省 地方公共団体の財政の健全化関係資料から抜粋) 

23


